
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹

事業

効果

促進

事業

等

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のう

ち、特定市町村又は特

定都道県以外の者が負

担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

1 ○ A-4-1 埋蔵文化財発掘調査事業

気仙沼市全

域

県 埋蔵文化財の取扱いを決めるための試掘・分布調査を行う。

0.5 424 424 318

合計額
424 424 318

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４②）

気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）

省庁名：文部科学省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名 備　考

（市町村名）

地区名

施設名

事業

実施

主体

当該年度の

事業概要

基本

国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額

（該当する場合のみ記載）

市町村名 電話番号
０２２－２１１－３６８４

amano-ma566@pref.miyagi.jp 

都道県名
宮城県

担当部局名
教育庁文化財保護課

天野順陽



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹

事業

効果

促進

事業

等

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のう

ち、特定市町村又は特

定都道県以外の者が負

担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

2 ○

C-1-1 農山漁村地域復興基盤総

合整備事業

（復興整備実施計画）

気仙沼市 県 被災した農山漁村地域の振興を目的に行う。

農地等の生産基盤整備（区画整理）に必要な調査計画。

1 24,800 24,800 24,800

最知・大谷・田の沢工区

合計額
24,800 24,800 24,800 0 0

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４②）

気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）

省庁名：農林水産省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（市町村名）

地区名

施設名

事業

実施

主体

当該年度の

事業概要

基本

国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額

（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名
気仙沼市

電話番号
022-211-2892

nosuiseip@pref.miyagi.jp

都道県名
宮城県

担当部局名
農林水産部

茂木，三浦，丸尾



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹

事業

効果

促進

事業

等

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のう

ち、特定市町村又は特

定都道県以外の者が負

担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

2 ○

C-1-1 農山漁村地域復興基盤総

合整備事業

（復興整備実施計画）

気仙沼市 県 被災した農山漁村地域の振興を目的に行う。

農地等の生産基盤整備（区画整理）に必要な調査計画。

1 3,000 3,000 3,000

最知・大谷・田の沢工区

3 ○

C-1-2 農山漁村地域復興基盤総

合整備事業

（復興基盤総合整備事業）

気仙沼市 県 測量試験費，換地費等

0.5 160,000 160,000 120,000

最知・大谷・田の沢工区

合計額
163,000 163,000 123,000 0 0

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４②）

気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）

省庁名：農林水産省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（市町村名）

地区名

施設名

事業

実施

主体

当該年度の

事業概要

基本

国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額

（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名
気仙沼市

電話番号
022-211-2892

nosuiseip@pref.miyagi.jp

都道県名
宮城県

担当部局名
農林水産部

茂木，三浦，丸尾



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹

事業

効果

促進

事業

等

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のう

ち、特定市町村又は特

定都道県以外の者が負

担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

4 ○ D-1-1

道路事業（市街地相互の

接続道路）

（一）気仙沼

唐桑線（東

舞根）

県

津波により壊滅的な被害を受けた地域等における復興計画内の高台等市街地相互の接続道路に関する

法定手続き、調査、測量を行う。

0.55 18,000 18,000 13,950

5 ○ D-1-2

道路事業（市街地相互の

接続道路）

片浜鹿折線 県 測量、設計 0.55 10,000 10,000 7,750

合計額 28,000 28,000 21,700

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（様式１－４②）

気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（市町村名）

地区名

施設名

事業

実施

主体

当該年度の

事業概要

基本

国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額

（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 電話番号
０２２－２１１－３１０８

wakabayashi-ma412@pref.miyagi.jp

都道県名
宮城県

担当部局名
土木部

若林



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹

事業

効果

促進

事業

等

交付対象事業費

(b)

交付対象事業費のう

ち、特定市町村又は特

定都道県以外の者が負

担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）

(e)

調整後の

交付金

交付額

(f)=d-e

4 ○ D-1-1

道路事業（市街地相互の

接続道路）

（一）気仙沼

唐桑線（東

舞根）

県

津波により壊滅的な被害を受けた地域等における復興計画内の高台等市街地相互の接続道路に関する

設計、用地買収、工事を行う。

0.55 1,500,000 1,500,000 1,162,500

合計額 1,500,000 1,500,000 1,162,500

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（様式１－４②）

気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）気仙沼市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（宮城県（都道）交付分）

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（市町村名）

地区名

施設名

事業

実施

主体

当該年度の

事業概要

基本

国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額

（該当する場合のみ記載）

備　考

市町村名 電話番号
０２２－２１１－３１０８

wakabayashi-ma412@pref.miyagi.jp

都道県名
宮城県

担当部局名
土木部

若林


